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１．研究開始当初の背景 
 我が国では2020 年のCO2 排出量の1990 

年比 25%削減を掲げているが、建築分野だけ
は増加の一途を辿っており、更なる低炭素化
が喫緊の課題とされるが、低炭素化対策は経
済的負担が大きく、普及に繋がっていない。
この要因として、低炭素化対策による CO2 

削減効果以外の様々な便益が一般的に認識
されていないことが挙げられる。勿論、光熱
費削減や CO2 削減効果の提示も重要である
が、多様なステークホルダー（Ex.建物利用
者、設計者、行政）に対して、より効果的な
動機付けが必要と考えられる。 

 加えて、我が国では、世界に先駆けた少子
高齢化に伴って、社会保障費は増加の一途を
たどり、医療財政の逼迫を迎えつつある。こ
れらに対する有効策として、健康寿命の延伸
や予防医療への転換が求められているが、個
人の努力に大きく依存する生活習慣改善だ
けでは限界がある。そこで、個人の生活習慣
変容に加えた対策として、居住者を健康に導
く住環境の提供が挙げられる。住まいやその
周辺の環境を含むコミュニティは、我々の日
常生活の基盤であり、居住者が健康であるた
めには、健全な住宅やコミュニティを見出し、
この効果を明示することが必要であると考
えられる。 

 

２．研究の目的 
 以上を踏まえて、本研究では、高齢化社会
への適応という社会的要請にも応えるため、
居住環境の改善をもたらす低炭素化対策（Ex. 

建築物の断熱・気密化）に加えて、低炭素化
に伴う健康維持便益（Ex. 医療費節約・欠勤
予防）に着目し、その認識と対策の普及に向
けて、①居住環境が健康へ及ぼす影響度の解
明、②居住環境の改善による健康被害低減の
経済性評価の実施、③健康被害低減効果の認
識が低炭素化対策の普及に与える影響を解
明する。これらによって、社会の低炭素化・
高齢化に適応する新たな居住環境の創出に
貢献することを目的とする。 

 

３．研究の方法 
 本研究では、部屋・住宅スケールや都市・
地域スケール等幅広い範囲において、それぞ
れの低炭素社会形成に伴う健康維持便益を
評価し、経済面や普及の効果について検証す
る。これらのアプローチについては次の通り
である。 
 
3-1. 広範囲断面調査に基づく居住環境が及
ぼす健康影響の解明 
 住環境と健康に係るアンケート調査（紙面
調査・WEB 調査）や、同アンケートに加えて
住宅の温湿度や居住者のバイタルデータ（Ex.
血圧、活動量等）を収集するフィールド調査
を全国各地（福岡県北九州市、山口県長門市、
高知県梼原町、同県土佐町、長野県小布施町
等）で推進し、住環境が健康にもたらす影響

について評価を行った。収集した膨大なデー
タの解析については、多変量解析によって実
施し、個人属性の影響加味や、構造形成の検
証も踏まえて、関係性を明らかにしていく。 
 
3-2. コホート調査に基づく因果関係の検証 
 前述のアンケート調査等については、あく
まで断面調査であるため、厳密には因果関係
を検証したとはならない。そこで、因果条件
における“時間的先行性”の検証のために、
福岡県北九州市八枝地区において、追跡調査
を展開し、因果モデルを構築することで、住
環境と健康のどちらが原因でどちらが結果
であるか検証を進めた。 
 
3-3. 健康維持便益の開示による低炭素化対
策の普及促進効果の解明 
 コホート研究データベースを活用した数
値解析及び構造方程式モデリングにより解
明した、居住環境の改善がもたらす健康維持
便益を経済性＝貨幣価値に換算し、各ステー
クホルダーに対する「見える化」を行う。換
算方法として、居住者の健康維持は医療費節
約や欠勤予防等に直結すると仮定の下で、
【疾病による損失（医療費、欠勤による損失
等）】×【その回避割合（有病の低下割合）】
の積算値について算出する。有病率の低下割
合は前述の「居住環境と健康影響の構造分
析」で定量化した数値を使用する。また各種
必要なデータ（Ex. 医療諸経費、入院日数）
は統計資料調査、健康被害に遭った患者に対
するアンケート調査、医療機関や地方自治体
へのヒアリング調査をもとに収集する。以上
によって、低炭素化対策の普及促進効果の検
証を行う。 
 
４．研究成果 
（1）住宅スケールでの健康影響の検証  
  －住宅内での熱中症リスク－  
 日本救急医学会の熱中症調査データベー
スと高齢者住宅の室温測定結果などに基づ
いて換気回路網計算で再現を開発した‘高齢
者の住宅内熱中症リスク評価モデルを開発
し、室内熱中症発症事例に基づいて、住宅の
断熱性能毎の熱中症リスクについて示した
（図 1）。 

 
図 1 住宅省エネルギー基準と熱中症リスク 



（2）住宅スケールでの健康影響の検証  
  －住宅内での高血圧リスク－  
 高知県と山口県での室温と家庭血圧のフ
ィールド調査を結果を用いて、個人因子別
に室温が家庭血圧に及ぼす影響を定量評価
した。個人因子を制御した上でも、室温は
血圧に影響を及ぼしており、居間室温が
10℃低い環境下において収縮期血圧が約
4.3 mmHg 高くなることが示唆された。こ
れは、高齢な対象者や脈圧が大きい人ほど
影響が大きくなることが示唆された（図 2） 
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図 2 室温による起床時血圧差の試算値 
（年齢別） 

 
（3）住宅スケールでの健康影響の検証 
 －総合性能評価ツールの開発－  
 前述の成果を含め、既往の調査研究によっ
て、住環境と健康に有意な関係性が認められ
ている。その内容については居住者に認知さ
れていないことを問題視し、居住者に気づき
を与えることを目的として、健康への悪影響
が懸念される住まいの 50要素を整理した“す
まいの健康チェックリスト”を開発した。WEB
調査によって回収した、全国 6,097 名の有効
サンプルによって、その合計スコアを算出し
たところ、スコアの向上に応じて、居住者の
健康度が増加すること等を確認した（図 3） 
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（４）地域スケールでの健康影響の検証  
  －健康形成構造に関する地域間比較－  
 都市部と地方都市では、個人の健康度が異
なることが知られている。そこで、都市形態
に応じた健康形成構造について明らかにす

るため、北九州、小布施、梼原で取得したア
ンケートデータに基づき、共分散構造分析を
実施した。農村部となるほど、住環境と健康
の関係が密接になることを確認した（図４）。 
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図 4 都市別の健康形成要因モデル 
 
（5）地域スケールでの健康影響の検証  
 －追跡調査による因果モデルの構築－  
 北九州市の調査回答者約 200 名に対して、
2 年後の追跡調査を実施し、交差遅れ効果モ
デルを構築した。その結果、社会支援環境が
精神的健康に因果効果を示した（図 5）。 

 
図 5 社会支援環境と精神的健康の関係 

 
（6）地域スケールでの健康影響の検証  
 －総合性能評価ツールの開発－  
 前述の通り、居住者の健康には住まいだけ
でなくコミュニティも影響力を有すると示
唆された。そこで、すまいの健康チェックリ
ストと同様に、コミュニティの健康チェック
リストについても開発した。そのツールの有
効性検証のため、全国約 1万人にオンライン
調査を行ったところ、コミュニティと住まい
の双方の質向上に伴い、健康な人の割合が増
加することが示唆された（図 6）。 
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図 6 住まい・コミュニティと健康の関係 



（7）住環境改善に伴う経済性評価の実施   
 断熱の良い住宅に移転した際、有病割合は
顕著に減少することが期待される。このよう
な疾病機会の減少を金額換算すれば、健康維
持増進効果(NEB,Non-Energy Benefit）とし
て捉えることができる（図 7）。 
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図 7断熱住宅による疾病予防便益の金額換算 

 

（8）低炭素対策普及効果のケーススタディ 
 断熱向上による光熱費削減という EB と、
健康性向上という NEB に着目して、断熱工事
の投資回収年数に関するケーススタディを
行った。新築 2 階建てで無断熱から高断熱に
するための工事(約 100万円)を想定し、検証
したところ、断熱向上による EB（暖房費削減）
は 3.1万円／年・世帯であった。健康性向上
による NEBは、2.7万円／年・世帯となった。 
 ケーススタディの結果、EB のみに着目した
場合、投資回収年数は 29 年であるが、健康
維持増進効果も考慮すると投資回収年数は
16 年に短縮される。国庫負担の部分も含めて
試算すれば、投資回収は 11年であった（図 8）。 
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